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１．平均生産費をカバーできない牛乳価格とその酪農経営への影響
1990 年代半ば以降、際限のないほどに牛乳の小売価格が低落し、安い牛乳が売られるようになっ

た。そのため、生産者乳価も下がり、2004 年頃には生産者乳価が平均生産費を割り込む状態になっ
ていた。図 -1 にそのようすを示したが、ここでの生産費は自己資本利子、自作地地代を含むも
のであり、農水省の畜産物生産費調査でいう「全参入生産費」である。その直後には飼料穀物の
国際相場の上昇により、飼料代
が値上がりし、生産費が上昇し
たため近年にない割り込みとな
り、2008 年、2009 年と生産者
乳価の引き上げがなされたとこ
ろである。それでもようやく生
産費をぎりぎりカバーしている
だけであり、平均的効率の経営
では余剰はでず、経営成長に必
要な内部留保はできない状態だ
といえる。

この状態を所得レベルでみる
と、図 -2 のようになる。酪農
に限らず、農業経営が持続的に
存続していけるかどうかは、農
業にとっての今日の稀少経営要
素である労働力を確保できるかどうかが
要になる。それはつまり、農業が他産業
を上回るかせめて同等の機会収益（他産
業均衡所得）が確保できるかどうかに還
元される。ここではデータは示せないが、
農業のほとんどの部門で、目標とされる
経営規模でも他産業均衡所得は確保でき
ていない。図 -2 は他産業均衡所得を製造
業平均賃金としてみたものである。酪農
は、一定の規模以上（80 頭以上）になると、
一人当たり家族労働報酬が製造業平均賃
金を超える、数少ない部門であった。こ
れが、科学的な管理をなし得る人材を酪農経営に確保でき、酪農経営と高品質の牛乳生産を安定
的に成長させてきた原動力であった考えられる。酪農だけでなく近代的な農業経営はかくあらね
ばならないといえる。しかし、酪農の生産費と生産者価格が逆転していた 2008 年には、100 頭以
上層でも製造業平均賃金にははるかに及ばない状態になった。小売価格の引き上げにより、2010
年から状況が改善されたが、これが続いていたら取り返しのつかない打撃を受けたものと考えら
れる。

必需財である食料については、社会的に妥当な効率を実現している経営のコスト（平均生産費）
はカバーできる価格が実現されてしかるべきである。第 1 次生産段階だけでなく、フードチェー
ン各段階のコストと価格、およびマージンは、常時モニターされ、バランスあるフードシステム
として存続できるようにしていくことが望まれよう。

牛乳市場のパワーバランスと酪農経営
への影響
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２．パワーバランスとその改善対策－日本と欧州の違い 
話は飛び、欧州のことになるが、欧州連合では問題の現れ方が日本とは少し違うものの、

やはりフードチェーンにおける価格問題が表面化し、欧州委員会の農業総局はディスカッ

ション・ペーパーをだしたり、共通農業政策改革において主要柱のひとつとして対策を提示

している。欧州では農業原材料の国際相場が上昇したとき、日本のように生産物価格に全く

転嫁できない状態とは異なり、農産物価格が 2007 年 5 月頃から上昇し始め、食品製造業者

価格、消費者価格と一定のラグをもちながら、順次価格に転嫁し、いわば、フードチェーン

の構成者間で原材料値上がり分の負担をシェアしたことになる（図-3）。他方、日本はまっ

たくそれができなかったことになる。日本について同様の図を示しておけば、農産物全体

（製造業投入国内農産物、同国内畜産物）では、図-4 のように上昇時も指数で 105 程度の

ピークであり、ほとんど転嫁できていないのに加えて、低下基調になるとほとんどラグなく

低下して 100 を割り込んで従前より低いレベルまで低下してさえいる。日本の乳について

みると、マーケットでは調整されず、政府により小売価格の引き上げ措置がされた 2008 年

4 月まで生産者価格も製造業者価格も上昇はなかった（図-5）。（なお、欧州連合の資料では

農業原材料価格の上昇幅がわからないので、上昇分のどの程度を価格に転嫁したかはわか

らず、転嫁幅の比較はできない） 
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２．パワーバランスとその改善対策－日本と欧州の違い
話は飛び、欧州のことになるが、欧州連合では問題の現れ方が日本とは少し違うものの、やは

りフードチェーンにおける価格問題が表面化し、欧州委員会の農業総局はディスカッション・ペー
パーをだしたり、共通農業政策改革において主要柱のひとつとして対策を提示している。欧州で
は農業原材料の国際相場が上昇したとき、日本のように生産物価格に全く転嫁できない状態とは
異なり、農産物価格が 2007 年 5 月頃から上昇し始め、食品製造業者価格、消費者価格と一定の
ラグをもちながら、順次価格に転嫁し、いわば、フードチェーンの構成者間で原材料値上がり分
の負担をシェアしたことになる（図 -3）。他方、日本はまったくそれができなかったことになる。
日本について同様の図を示しておけば、農産物全体（製造業投入国内農産物、同国内畜産物）で
は、図 -4 のように上昇時も指数で 105 程度
のピークであり、ほとんど転嫁できていな
いのに加えて、低下基調になるとほとんど
ラグなく低下して 100 を割り込んで従前よ
り低いレベルまで低下してさえいる。日本
の乳についてみると、酪農界や乳業界の働
きかけによって 2008 年 4 月に飲用乳価引
き上げが実現するまで、生産者価格も製造
業者価格も上昇はなかった（図 -5）。（なお、
欧州連合の資料では農業原材料価格の上昇
幅がわからないので、上昇分のどの程度を
価格に転嫁したかはわからず、転嫁幅の比
較はできない）

欧州連合にとっての問題は、
低下基調に入って以降、生産者
価格の低下にもかかわらず、消
費者価格が下げられておらず、
小売業の行動が、生産者、消費
者両方に不利益を与えている
と指摘されている。また、2005
年頃までは、農産物、食品の低
価格が問題となっていた。この
ような価格問題のなかで、欧州
委員会の 2009 年の文書（文献 1）
において、事業者間の持続的な
市場ベースの関係を促進するた
めに、交渉力の均衡、不公正取
引の除去、欧州食品価格モニタ
リング、食料供給チェーンの競
争性助長のための農業セクター
の再構成と集中促進、専門家グ
ループの設置、政策イニシちアチブの改善などに取り組むことが提案された。フランスでは並行
して競争法を強化しており、ドイツでも独占禁止法を強化し、特売の原則禁止（季節商品、腐敗
性の高いものを除く）を打ち出している。共通農業政策改革のなかでは、生産者組織を通した価
格交渉力の強化の方策をだしている。
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酪農についていえば、2008 ～ 9 年の生乳生産者価格の大幅下落による酪農危機のなかで、牛乳
に関する専門家会議（ハイレベル・グループ）の勧告にもとづき、ミルクパッケージ規則（文献 2）
が公布された。欧州連合では、小売業との間もさることながら、生産者と乳業メーカーとの間に
も価格交渉力のアンバランスが大きいという問題があった。そこで、生産者の交渉力を強化する
ために、契約の成文化、認可された生産者組織が代表権をもって交渉することなどを打ち出して
いる。イギリスでは、フランスやオランダなどにはかなり遅れたが、2004 年に生産者の専門職
業組織に加え、生乳生産者協同組合、メーカーを一つにまとめた組織として Dairy UK が設立さ
れた。独自にボランタリーコードを作成し、取引価格の決定方式の透明化などを含む取引ルール
を定めた。

日本は、メーカーとの間はすでに団体交渉となっており、欧州連合とは状況が異なる。日本の
問題は小売のパワーの強さにあり、その強さは欧州をはるかに上回り、生産者、メーカー共々、
原料価格の値上がりさえ製品価格に価格転嫁できない状況に置かれているといってもよさそうで
ある。日本でも法制度上は、独占禁止法において、不公正な取引方法の禁止が大規模小売業特殊
指定や下請法（小売業のプライベートブランドも対象にするなど）により強化されてきたが、産
業政策として市場の競争性の確保への本格的な対策はすすんでいるのであろうか。少なくとも政
府の農業サイドにおいては、農業・食品の価格交渉力のアンバランスの改善（競争性の確保）に
対して本格的な措置を講じる気配はみられない。

　
３．むすび

すでに述べたように生産物価格の生産費カバー状態、原料価格の値上がり時の生産物や製品価
格への転嫁状態から、マーケットにおけるパワーが極めてアンバランスな状態にあることについ
ては、蓋然性があるといえるが、経済学的な手法によるパワーバランスの計測が必要である。そ
れには、すでに木下・鈴木（文献３）が農業者－メーカー－小売業者の間を推計した成果があるが、
私どもの研究室の修士論文においても、鶏卵、牛乳について小売業者の市場支配力の計測を行っ
ている。その結果、鶏卵において小売業者は、売り手として消費者に対して、買い手として鶏卵
問屋に対して強いパワーを発揮しており、牛乳においても、売り手として消費者に対して、買い
手としてメーカーに対して強いパワーを発揮していることがわかった（文献４）。ただ、牛乳に
ついては、まだモデルの修正が必要であり、それができれば論文として公表したいと考えている。
価格転嫁（価格伝達）については、養鶏が対象であるが文献５もあわせて参考にしていただきたい。

望ましい産業の発展、フードチェーンの持続、ひいては消費者の福利のためには、第 1 次生産
についていえば、①欧州やアメリカ並みの生産者所得補償を実施し、国際競争の前提を整えるこ
と、②市場における有効競争の確保（パワーバランスの確保）、③生産物の過剰対策（②の前提
にもなる）が、三位一体的に執られることが必要であると考える。フードチェーン各段階の産業
が互いに存続できる状態でなければ、消費者への持続的な食料供給は果たせない。先にも述べた
ように、日本では農業・食品政策において②が視野に入っていないが、フードチェーン各段階の
売り手・買い手間のパワーバランスを確保し、良質の競争を実現することは極めて重要な課題で
あり、対応策が望まれる。それは主に産業政策に帰するが、消費者の意識改革も重要であり、こ
れについては文献６を参照いただきたい。
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